　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

様式１
子供が輝く東京・応援事業 事業応募書兼計画書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

公益財団法人東京都福祉保健財団理事長　殿

所在地
法人名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞

標記助成金に係る事業計画を策定したので、下記のとおり提出します。

記

１　実施する事業内容（いずれか１つに○）　　
ア　地域の資源等を活用した結婚支援

　　イ　妊娠、出産、育児期における親や子供に対する支援

　　ウ　多世代交流や地域との連携等による子育て支援

　　エ　病気や障害等を抱える子供への支援

　　オ　社会的養護に係る取組

　　カ　学齢期の子供に対する各種支援

　　キ　若者が社会的に自立した生活を営むための支援
　　　　※　複数の事業に該当するときは、主たるもの１つに「○」をしてください。

２　事業名
３　事業実施期間

　　　　年　　月　　日から　　　年　　月　　日まで

　※令和３年４月１日以降に実施する事業を対象とします。
４　助成金申請額
	総事業費
	助成金申請額
（助成対象経費の1/4）

	円
	円


　※助成金申請額は千円単位とし、端数は切り捨てとします。
５　共同提案の有無（いずれかに〇）
有　・　無　　
法人の概要
	ﾌﾘｶﾞﾅ
名称
	

	法人所在地
（登記上の「所在」）
	

	法人設立年月日
（登記上の「会社成立の年月日」）
	

	代表者の役職及び氏名
	　

	職員（従業員）数

〔常勤・非常勤〕
	

	資本金・基本財産

（円）
	　

	業種（※）
	

	主な事業内容
	

	助成事業実績
※過去に同様の助成事業の実績がある場合は、助成事業名、事業概要、助成額を記載すること。


	

	連　絡

担当者
	役職・氏名
	

	
	住所
	

	
	ＴＥＬ

/ＦＡＸ
	

	
	メール

アドレス
	


※　業種は、日本標準産業分類(中分類)を記載すること。

◆　添付書類として、法人の定款または規約等、役員・会員等名簿、登記簿謄本または登記事項証明書等の写し、過去３年分（法人設立後３年経過していない場合は、設立年度から昨年度までの分）の事業報告書及び決算書、法人の活動紹介資料を提出すること。
事業実施計画書

	①事業の内容
	※助成を受けようとしている事業の内容（主に、誰に、どんなサービスを提供したいのか）を明確に記載すること。
　また、既存事業をどのようにレベルアップさせるのかが明確に分かるよう、既存事業における取り組みや実績、課題点についての記載と、レベルアップさせる部分（既存事業との違い）についての記載をそれぞれ分けて行うこと。
＜既存事業の取り組み・実績・課題（関連事業を含む）＞
＜レベルアップする内容（既存事業と提案事業の具体的な違い）＞


	②事業の趣旨・目的
	※助成を受けようとしている事業が、子育て支援にどのように結びつくのかを明確に記載すること。

	③事業効果・成果目標
	※本事業でどのような対象に対して、何を目指し、何を実現するのか、求められる理由や背景等を明確にしつつ記載すること。

	④ロジックモデル
	※成果目標実現に向けての成果波及経路に留意しながら記載すること。
別添　ロジックモデル様式を参照

	⑤成果指標・目標値
	※ロジックモデルで設定した成果指標のうち、評価対象とする指標（アウトプット指標・直接アウトカム指標・中間アウトカム指標で各区分最大２つまで設定可能）について、設定した指標及び目標値（事業実施期間終了時の達成目標値）の妥当性も含めて記載すること。
a アウトプット指標
b 直接アウトカム指標
c 中間アウトカム指標

	⑥測定方法
	※評価対象とする指標のデータ測定方法や、測定のタイミングについて記載すること。
a アウトプット指標
b 直接アウトカム指標
c 中間アウトカム指標

	⑦実行体制
	※どのように事業全体を統括・管理し、実施していくのか、次のa～eの視点で、具体的に記載すること。

※複数の法人・団体で事業を実施する場合はそれぞれの役割分担や連携方法も記載すること。
a 組織や人員体制
b 会計面における内部統制（経理規程の整備状況や管理方法など）
c 関係機関や地域との連携
d 利用者の相談・苦情受付体制
e 専門家の助言やボランティア活用体制


	⑧スケジュール
	※全体のスケジュールについて、具体的に記載すること。
※事業内容、実施場所、実施時期、想定される利用者、参加人数等の具体的数値を示しながらスケジュールを記載すること。



	⑨継続性
	※継続実施に向けて、どのように事業展開していくか（助成期間終了後、どのように事業を継続する予定か（財源確保策等））について具体的に記載すること。

	⑩事業の波及効果
	※事業の波及効果（社会全体に、どのように、どの程度効果が波及していくのか）について、具体的な指標と、そのレベルが伝わる数値を用いて記載すること。


	⑪個人情報管理・安全管理体制
	※参加者情報等の個人情報管理について、どのような体制を組んで対応していくのか、具体的に記載すること。
※事故や緊急事態への安全管理体制について、どのような体制を組んで対応していくのか、具体的に記載すること。



	⑫感染症の感染拡大防止対策
	※事業を進めていくにあたり取り組む新型コロナウイルス感染予防対策や計画通りの事業実施が難しい場合に検討している代替案等、具体的な取り組みを記載すること。


	⑬その他
	※①から⑫以外に記載する事項があれば記入すること。



※詳細を別紙として添付することも可。
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